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諮問概要

○ 情報通信審議会答申（令和７年７月31日）や、令和８年６月に成立した郵政民営化法等の一部改正法では、郵便事業の安定的・持続的な運

営を確保するための方策に係る検討が政府（総務省）に対して求められている。また、同法では、「基盤的サービス提供業務」の日本郵便㈱の

本来業務化など、郵便局がこれまで以上に地域を支援する役割を果たしていくことが求められている。

○ 日本郵政グループも、本年５月に公表した中期経営計画に掲げる事業構造の見直しの中で、郵便サービスの持続的提供のためのサービス

水準の見直しを要望し、また、郵便局が地域の生活を支える拠点としての機能を発揮することとしている。

○ こうした状況を踏まえ、「郵便事業の安定的・持続的な運営を確保するための方策」及び「郵便局が地域を支援する役割を果たすための

サービス提供の在り方」について、情報通信審議会に諮問する。

１

１．郵便事業の安定的・持続的な運営を確保するための方策【郵便事業政策委員会で検討】

⑴ 利用者ニーズを踏まえた郵便サービスの在り方
（ユニバーサルサービスとしての郵便に対するニーズの再確認及びそれを踏まえた郵便サービスの水準や種類の在り方等）

⑵ 今後の郵便ネットワークの維持に向けた課題及びその対応
（条件不利地域における持続可能な引受・配達方法等の在り方等）

２．郵便局が地域を支援する役割を果たすためのサービス提供の在り方【郵便局活性化委員会で検討】

⑴ 郵便局を活用して行うことが期待される地域生活を支えるサービス内容
（郵便局/日本郵便㈱が行い得るサービスのニーズ及び提供体制の確認・把握）

⑵ 当該サービスの提供・推進の在り方
（これまでの提供状況からみた課題、郵便局を取り巻く環境の変化に応じたサービスの提供の在り方、費用負担の在り方、日本郵便㈱、総務省において必要な取組）

諮問事項と主な論点

令和９年夏頃 目途答申を希望する時期

本委員会での今後の検討スケジュールはp.24参照。



【参考】 検討の背景等

（検討）
 第二条 （略）
 ２ 政府は、この法律の公布後二年を目途として、郵便事業を取り巻く社会経済情勢の変化等を勘案し、郵便事業の安定的かつ持続的な運営を確保するための方策について検

討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。

Ⅲ．新中期経営計画における重点戦略

１．郵便・物流事業の構造改革③今後の郵便サービスの持続的提供のための見直しの検討

郵便サービスの持続的な提供のため、徹底的なコスト削減と収益拡大の取組を進める。その上で、ニーズやコスト等を踏まえて各種郵便サービスの料金の見直しを検討、また、
サービス水準の見直しを要望

２．郵便局窓口事業の構造改革②生活サポートサービスの展開

地域のニーズに応じた地域のインフラ維持機能や、お客さまのニーズやライフステージに応じてお客さまの暮らしを支えるサービスを提供することで、地域の生活を支える生活
サポート拠点としての機能を発揮

郵政民営化法等の一部を改正する法律（令和８年法律第５０号） 附則

日本郵政グループ中期経営計画（令和８年５月15日）

２

一～三 （略）
 四 利用者の利便性向上及び過疎地におけるアクセスを確保するため定形郵便物の重量計測業務を含め郵便物の引受業務をコンビニエンスストアに委託することの可否につい

て、日本郵便株式会社及び関係事業者と連携して検討を行うこと。

郵便法及び民間事業者による信書の送達に関する法律の一部を改正する法律案に対する附帯決議（衆議院・令和８年５月２８日）

（業務の範囲）
第四条 会社は、その目的を達成するため、次に掲げる業務を営むものとする。
一～七 （略）
八 前各号に掲げる業務のほか、これらの業務の遂行に支障のない範囲内で行う次に掲げる業務
イ 地方公共団体の特定の事務の郵便局における取扱いに関する法律（平成十三年法律第百二十号）第三条第五項に規定する事務取扱郵便局において行う同条第一項第一

号に規定する郵便局取扱事務に係る業務
ロ 基盤的サービス提供業務（イに掲げるものを除く。）
ハ イ及びロに掲げる業務に附帯する業務

２～７ （略）

郵政民営化法等の一部を改正する法律による改正後の日本郵便株式会社法（平成17年法律第100号）

第３章 今後検討すべき事項等         ⑵ 郵便事業に係る今後の検討課題等

      人口減少やデジタル化の進展、人件費・物価の上昇等といった郵便事業を取り巻く経営環境等の変化を踏まえ、利用者ニーズを踏まえた郵便サービスの在り方、今後の郵便
ネットワークの維持に向けた課題及びその対応等の観点から、持続可能な郵便事業の在り方について、今後、総務省において、専門家等の参画も得ながら、利用者を含む関係
者の意見も適切に聴取しつつ、検討を行うことが望ましい。

郵便事業を取り巻く経営環境等の変化を踏まえた郵便料金に係る制度の在り方 答申（令和7年７月31日情報通信審議会）
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１．社会経済情勢の変化と日本郵便㈱の経営状況











【参考】 郵政民営化法等の一部を改正する法律（令和８年法律第50号）の概要 8

(１) 政府は、３年ごとの郵政民営化委員会の検証の際、日本郵政がゆうちょ銀行・かんぽ生命の株式の全部を処分してもユニバーサルサービスの責務の履行が確保されるかについて検討
し、２（１）を見直し。       【民営化法】

(２) 政府は、３年ごとの郵政民営化委員会の検証の際、移行期間中のゆうちょ銀行・かんぽ生命の業務に関する規制（上乗せ規制）の在り方について検討。  【民営化法】
(３) 政府は、公布後２年を目途として、日本郵政と日本郵便の合併について積極的に検討するとともに、日本郵政グループの組織の在り方、日本郵政グループにおける

郵便局ネットワークの維持に要する費用負担の在り方等について検討。    【改正法附則】
(４) 政府は、公布後２年を目途として、郵便事業の安定的・持続的な運営を確保するための方策について検討。     【改正法附則】

（１） 基盤的サービス提供業務の本来業務化    【郵便会社法】
日本郵便が他の本来業務の遂行に支障のない範囲内で行う本来業務として、基盤的サービス提供業務＊を追加。

（２） 地域貢献業務の実施、地域貢献基金の設置    【郵政会社法・郵便会社法】
① 日本郵便による本来業務の遂行に支障のない範囲内での地域貢献業務＊の実施の努力義務を規定。

② 日本郵政に、地域貢献業務の費用の一部に充てるため、ゆうちょ銀行・かんぽ生命の株式の売却益等を原資とする地域貢献基金の設置を義務付け。
（３） 郵便事業等の安定的な業務遂行の確保に資する交付金の拡充  【郵政会社法・機構法】

① 郵政管理・支援機構は、条件不利地域を含む全国の郵便事業等の安定的な業務遂行の確保に向けて、日本郵便に対し、郵便局ネットワークの維持・活用に要する
費用の一部に充てるための新たな交付金を交付する旨を規定。

② ①の新たな交付金の財源は、次のア・イとする旨を規定。
ア 政府保有の日本郵政株への配当を減額した額に相当する額の日本郵政からの拠出金

 ※政府保有一株当たりの配当は、政府以外保有一株当たりの配当に政令で定める割合を乗じた額とする。

イ 前事業年度に権利消滅した旧郵便貯金の合計額の一部の郵便貯金勘定からの繰入れ

（１） ゆうちょ銀行・かんぽ生命の株式の処分の見直し   【民営化法】
日本郵政に、当分の間、ゆうちょ銀行・かんぽ生命の株式の１／３超の保有を義務付け。

（２） 銀行窓口業務契約・保険窓口業務契約の認可   【郵便会社法】
日本郵便と関連銀行・関連保険会社との間の銀行窓口業務契約・保険窓口業務契約について、届出制から認可制に変更。

（３） 日本郵政と日本郵便・関連銀行・関連保険会社との協議   【郵政会社法】
日本郵政は、ユニバーサルサービスの責務を果たすため、日本郵便・関連銀行・関連保険会社に対し、必要な協議を求めることができ、総務大臣は、協議に関し、

必要な助言ができる旨を規定。

＊(i)委託を受けて、(ii)郵便の業務・銀行窓口業務・保険窓口業務に係る経営資源を活用して行う、(iii)公共サービスその他の地域住民が日常生活・社会生活を営む基盤となるサー

ビスの提供に係る業務。

＊郵便局を活用して行う地域住民の利便の増進に資する業務のうち、地域住民の生活の維持のために必要であり、日本郵便以外の者による実施が困難であると認められるもの。

２ 郵政三事業のユニバーサルサービスの確保

３ 郵便局ネットワーク等の活用による地域住民の生活の支援

検討条項

※ 施行期日：公布の日（令和８年６月25日）から６月以内（ただし、２(１)及び検討条項は公布日、３（３）は令和９年４月１日）

（１） 日本郵便に対して、デジタル技術活用等の業務効率化に向けた取組を義務付け 【郵便会社法】
日本郵便に対して、AI等のデジタル技術を活用した業務プロセス改善など業務効率化を義務付け。

（２） 日本郵便に対して、経営資源の有効活用に向けた取組を義務付け                                                                                                               【郵便会社法】
日本郵便に対して、経営資源の有効活用に向けた取組を義務付け。

（３） 事業計画への経営の適正・効率的実施の方針の追加     【郵便会社法】
 日本郵便の策定する事業計画に記載すべき事項として経営の適正・効率的な実施に係る方針を追加。

１ 自助努力による経営効率化等に向けた取組の義務付け

※ 郵政民営化法【民営化法】・日本郵政株式会社法【郵政会社法】・

日本郵便株式会社法【郵便会社法】・独立行政法人郵便貯金簡易生命保
険管理・郵便局ネットワーク支援機構法【機構法】の改正
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２．郵便事業に関する制度の現状





16郵便事業のユニバーサルサービスの現状② ～サービス水準～ 16

〇 日本郵便㈱が定めなければならない郵便業務管理規程の認可基準等として、郵便法等に以下の事項を規定。

規定の概要

引受

【随時かつ簡易な差出方法として、ポスト（郵便差出箱）の設置】＜郵便法第70条第３項、施行規則第32条第２項（郵便業務管理規程の認可基準） ＞

・日本郵政公社法施行時（平成15年4月1日）のポスト数を維持（約18万本）

・各市町村等内に満遍なく設置すること

・公道上など常時利用できる場所又は駅、小売店舗などの施設内の公衆の目につきやすい場所に設置すること

【郵便局の設置】＜日本郵便株式会社法第６条、施行規則第４条第１項～第３項＞

・日本郵便㈱は、あまねく全国において利用されることを旨として各市区町村に最低一箇所以上郵便局を設置すること

料金

【全国均一料金でなるべく安い料金】＜郵便法第67条、施行規則第23条＞

・郵便料金の事前届出制（第三種、第四種郵便物の料金は認可制）

・第一種のうち、25g以下の定形郵便物は、省令で定める額（110円）以下の料金 等

※改正郵便法施行後は上限認可制

配達

【週５日 原則１日１回の配達】＜郵便法第70条第３項、施行規則第32条第３項＞

・休日及び１月２日を除き、月曜日から金曜日までの５日間において、１日に１回以上郵便物の配達を行うこと

【（差し出された日から）原則４日以内に送達】＜郵便法第70条第３項、施行規則第32条第５項＞

・以下の地域からの差出しの場合を除き、４日以内に送達

１日１回以上郵便物の送達に利用できる交通手段がない離島（本州等との間を連絡する道路が整備されていない島に限る）

 15日以内

上記以外の離島 ６日以内

【全国あまねく戸別（宛て所）配達】＜郵便法第70条第３項、施行規則第32条第３項＞

・通常の方法により配達できない交通困難地（冬期の山小屋など、日本郵便㈱が別に定める地域）宛ての場合等を除き、

郵便物をその宛て所に配達すること
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令和７年度
(平成13年度)

全郵便物に
占める割合

増減率
（平成13年度→令和７年度）

普通郵便物
112億通

（256億通）
96% ▲56％

第一種郵便物
62億通

（132億通）
53% ▲53％

第二種郵便物
49億通

（113億通）
42% ▲57％

うち年賀
5億通

（35億通）
4% ▲86％

うち選挙
0.7億通

（0.5億通）
0.6% 23%

第三種郵便物
1億通

（10億通）
1% ▲87％

第四種郵便物
0.1億通

（0.4億通）
0.1% ▲69％

特殊取扱
5億通

（6億通）
4% ▲25％

国際郵便（差立）
0.2億通

（1億通）
0.2% ▲78％

【参考】郵便物の種類別引受物数

出典：日本郵便㈱資料をもとに作成。



【参考】郵便料金の変遷

○ 郵便物の大宗を占める第一種郵便物（封書等）・第二種郵便物（葉書）のうち、主な料金の変遷は以下のとおり。

○ 25ｇ以下の「定形郵便物」の料金については、消費税増税に伴う改定を除き、平成６年（1994年）から約30年間にわたって
据え置いてきたが、令和６年10月１日に改定を実施。

Ｓ５６
１月

Ｈ元
４月

Ｈ６
１月

Ｈ９
４月

Ｈ２６
４月

Ｈ２９
６月

Ｈ３０
５月

Ｒ元
１０月

Ｒ６
１０月

消費税
３％

料金
改定

消費税
５％

消費税
８％

料金
改定

料金
改定

消費税
10％

料金
改定

第一種
郵便物
（封書）

定形
２５㌘
まで

６０円 ６２円 ８０円
据え
置き

８２円
据え
置き

据え
置き

８４円 １１０円

第二種
郵便物
（はがき）

通常
葉書

※年賀
４０円 ４１円 ５０円

据え
置き

５２円

６２円

※年賀
５２円

※年賀
６２円

６３円 ８５円
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郵便法及び民間事業者による信書の送達に関する法律の一部を改正する法律の概要

○ 令和６年10月に郵便料金の値上げを行ったものの、郵便事業の収支は引き続き厳しい見通し。これを踏まえ、郵便事業の
安定的な提供を確保する観点から情報通信審議会において検討を実施。

○ 検討の結果を取りまとめた答申（令和７年７月31日情報通信審議会）において示された方向性等を踏まえ、郵便料金制度の
見直しに係る郵便法等の一部改正案を令和８年特別国会に提出し、本年６月12日に成立。

郵便料金に求められる一般的要件の緩和 定形郵便物の料金の上限額に係る規制の見直し

【現状と課題】

○ 郵便料金に求められる一般的要件として、
「郵便事業における収支相償」を規定

 （※）郵便法（昭和22年法律第165号）第３条

 郵便に関する料金は、郵便事業の能率的な経営の下における適正な
 原価を償い、かつ、適正な利潤を含むものでなければならない。

○ 郵便事業の継続的な赤字が見込まれる場合、
 制度上さらなる値上げが必要となるが、
 このような硬直的な仕組みでは、かえって
 収支の悪化につながるおそれ

「郵便事業における収支相償」の規定を緩和し、
 郵便事業以外の事業の収支の状況も勘案して
 郵便料金を設定することを許容する。

【現状と課題】

○ 定形郵便物の料金の上限額を総務省令により
 定めており、日本郵便㈱による主体的・機動
 的な料金改定が困難な状況

 （※）郵便法（昭和22年法律第165号）第67条第２項第３号

 定形郵便物…の料金の額が、軽量の信書の送達の役務が国民生活
 において果たしている役割の重要性、国民の負担能力、物価その他の
 事情を勘案して総務省令で定める額を超えないものであること。

定形郵便物の料金の上限額を日本郵便㈱の
申請に基づき総務大臣が認可する制度に見直し、
主体的・機動的な郵便料金の改定を可能とする。

※定形郵便物に相当する信書便物の料金の上限額も同様の制度に改正（信書便法の一部改正）

改正の概要

○ 公布の日（令和８年６月19日）から起算して６月を超えない範囲内において政令で定める日

経 緯

施 行 日

（郵便法第67条第２項～第４項関係）（郵便法第３条関係）
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21諸外国における郵便のサービス水準・料金水準の見直しの動き

○ 郵便物数の減少や社会経済情勢の変化を踏まえ、複数の諸外国において、郵便のサービス水準の見直しや郵便料金
の改定を実施済。

〇 安定的で持続可能なサービス提供を目指したさらなる検討や、抜本的な改革を実施している国もある。

１．サービス水準の見直し

（１）配達頻度の低減

 2nd classの郵便（非速達・安価なサービス）について、2026年末までに、月曜日～土曜日の週６日配達から平日隔日配達に移行。

【イギリス】

 2023年10月以降、週5日配達を終了し、週3日配達（隔日配達）に移行。【フィンランド】

（２）送達水準の緩和

 引き受けから送達までの日数の水準が決まっているところ、日数や達成率の目標値を引き下げ。【イギリス、フランス、ドイツ、スイス】

 2026年5月以降、優先郵便（速達サービス）をユニバーサルサービスの対象から除外し、原則として提供終了。【イタリア】

(３）郵便ポストの削減

 2022年の政府決定に基づき、過疎地域に配慮しつつ、全国の郵便ポスト数を段階的に削減。【イタリア】

 2024年以降、自治体や高齢者団体との協議の上、利用頻度の低い郵便ポストを段階的に削減。 【オランダ】

(４）戸別配達方式の見直し

 2026年3月、政府は、郵便事業体であるカナダ・ポストが戸別配達を縮小し、コミュニティメールボックス（集合型の郵便受箱）への
配達に移行する計画を承認。【カナダ】

２．郵便料金の値上げ

直近の数年間で、複数の諸外国において郵便料金を値上げ。【アメリカ、イギリス、フランス、ドイツ、オーストラリア 等】

出典：各種報道・公表情報をもとに作成

３．その他

郵便のユニバーサルサービス義務が撤廃され、郵便事業体であるポストノルド・デンマークは2025年末で書状の配達サービスを廃止。
2026年1月から郵便事業の免許を取得している民間のDao社が書状の配達を実施。【デンマーク】



22「郵便利用で最も重視する要素」アンケート結果（一般消費者・法人）

34.7% 42.2% 19.2% 3.9%

○ 「郵便利用で最も重視する要素」について、一般消費者・法人（会社員モニタ）にアンケートを実施。

〇 郵便利用で最も重視する要素として、「価格の手頃さ」と「配達の信頼性」が主に挙がっている。

38.7% 37.9% 18.5% 4.9%

価格の手頃さ 配達の信頼性 配達の速さ 配達頻度の多さ

一般消費者

法人（会社員モニタ）

N＝10,528

N＝2,002

出典：三菱総合研究所 webアンケート調査（2026年2月～3月）

一般消費者モニタ 法人（会社員モニタ）

調査対象 全国の15歳以上の郵便利用を行う一般消費者
普段、郵便利用業務を行う部署（経営者・役員、総務部、経理・財務、人事部門）に所属、又は所
属企業全体の郵便物の取扱状況をある程度把握する会社員モニタ

割付方法
658セル（都道府県、男・女、10代・20代・30代・40
代・50代・60代・70代以上）均等割付

従業員数規模（1～4人、5～9人、10～19人、20～29人、30～49人、50～99人、100～
299人、300～999人、1,000～1,999人、2,000～4,999人、5,000人以上）による均
等割付 ※従業員数のデータは総務省統計局令和６年経済センサスの定義を使用

実施方法
アンケート会社の郵便利用のある消費者モニタの属
性情報を活用し、上記の割付に基づいて回収

アンケート会社の会社員モニタの属性情報を活用し、上記の割付に基づいて回収
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３．今後の進め方




